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午前１０時００分 開会 

  ─────────────────── 

開 会 ・ 開 議 宣 告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） おはようございます。 

 木下議員は、入院加療中のため、今期定例会を

欠席する旨の届出が提出されておりますので、地

方自治法第１０６条第 1 項の規定により、今期定

例会は副議長の川村が議長の職務を行います。 

 よろしくお願いいたします。 

ただいまの出席議員数は１１名です。定足数に

達しておりますので、議会は成立いたします。 

ただいまから、令和８年第１回七飯町議会定例

会を開会いたします。 

  ─────────────────── 

町 長 挨 拶 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程に入る前に、今期定

例会の招集に当たり、町長より挨拶の申出があり

ますので、これを許可します。 

杉原太町長、演台でお願いいたします。 

○町長（杉原 太） 議員の皆様、おはようござ

います。 

本定例会の開会に当たりまして、一言御挨拶申

し上げます。 

本日は、令和８年第１回七飯町議会定例会の招

集を申し上げましたところ、議員の皆様に御参集

を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、このたびは町長選挙を控え骨格予算とな

りましたが、令和７年度から続く物価高騰対策事

業や物価上昇の影響を受けて過去最大の予算とな

りました。 

住民生活に直結する継続事業では小中学校の給

食費の無償化を柱に財政健全化にも取り組み、行

政サービスの質を低下させることのないようバラ

ンスの取れた計画的かつ効率的な行財政運営を進

めてまいりますので、御理解のほどよろしくお願

いいたします。 

次に、本定例会に提出いたします議案は、令和

８年度一般会計予算など当初予算６件、計画策定

１件、条例制定１件、条例の一部改正２件、令和

７年度補正予算６件、報告１件の合計１７件でご

ざいます。詳細につきましては、担当課長より御

説明申し上げますので、よろしく御審議いただ

き、議決賜りますようお願い申し上げまして、挨

拶とさせていただきます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

○副議長（川村主税） 町長の挨拶を終わりま

す。 

木下敏議員から、本日の会議を欠席する届出が

ありました。 

  ─────────────────── 

 日程第１ 

  会議録署名議員の指名 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第１ 会議録署名議

員の指名を行います。 

本日の会議録署名議員として、 

２番  神 﨑 和 枝 議員   

３番  江 口 勝 幸 議員   

以上、２議員を指名いたします。 

  ─────────────────── 

 日程第２ 

  会期の決定 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第２ 会期の決定を

議題といたします。 

お諮りいたします。 

本定例会の会期は、本日から３月１０日までの

８日間といたしたいと思います。これに御異議ご

ざいませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認めます。 

よって、本定例会の会期は、本日から３月１０

日までの８日間と決定いたしました。 

会期予定表は、お手元に配付のとおりでありま

す。 

  ─────────────────── 

諸 般 の 報 告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） この際、諸般の報告を行

います。 

地方自治法第１２１条の規定により、本会議に

主席を求めた説明員は、その職、氏名を印刷し
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て、お手元に配付のとおりであります。 

次に、佐々木陵二議員から、一審上の都合によ

り、令和８年２月２５日をもって議員を辞職した

い旨の届出があり、同日付で、議長において許可

したことを、会議規則第９７条第２項の規定によ

り、報告いたします。 

次に、閉会中の議会の動向については、議会動

向報告として、お手元に配付のとおりでありま

す。また、町政動向報告についても、お手元に配

付のとおりであります。 

以上で、諸般の報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第３ 

  常任委員会報告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第３ 常任委員会報

告を議題といたします。 

総務経済常任委員会の報告を求めます。 

澤出委員長。 

○総務経済常任委員会委員長（澤出明宏） 正確

を期すために、読み上げて報告申し上げます。 

委員会報告第２号、総務経済常任委員会報告

書。 

令和７年９月２６日第３回定例会における議決

に基づき、当委員会の所管について調査した結果

を下記のとおり報告する。 

令和８年２月１２日。 

七飯町議会議長、木下敏様。 

総務経済常任委員会委員長、澤出明宏。 

記。 

所管事務調査事項。 

道路維持管理の現状について。 

令和７年９月２６日、１０月１４日、令和８年

１月１６日、２月１２日の４日間、委員会を開催

し、土木課長の出席を求め、提出資料に基づく説

明の聴取及び現地調査を行った。 

１、調査の目的。 

道路維持管理の現状を把握するため調査を行っ

た。 

２、調査の方法。 

年間の道路維持管理の作業状況、委託業務の状

況、除排雪作業の状況に関する資料の提出を求

め、土木課長への聴取を行った。 

３、土木作業員の人員推移、標準作業スケ

ジュールについて。 

平成２９年度から令和３年度までの間、町の土

木作業員は７人体制であったが、令和４年度より

減少し、令和６年度からは４人体制となってい

る。近年は土木作業員を募集しても応募がなく、

人員確保が難しい現状である。 

牧夫においては、城岱牧場が閉鎖する冬季間は

除雪作業に従事しており、一時的に人員が減少し

ていた年度もあるが、令和７年度は平均的な４人

体制となっている。過去１０年間の土木作業員の

人員推移は、＜表１＞のとおりである。 

表１を御参照ください。 

土木作業員の業務は、維持作業車を管理し、道

路維持作業として融雪や降雨による路面洗掘補

修・排水路閉塞の清掃、トラフ交換・道路補修・

街路樹の枝払いや草刈り作業など、それぞれ年間

を通じて作業に従事している。また、冬季間には

除排雪作業を主に行っており、それぞれのスケ

ジュールについて確認を行った。 

土木課で管理している車両については、＜表２

＞のとおりである。 

表２を御参照ください。 

４、除排雪作業の状況について。 

除雪出動基準は、新雪除雪においては連続した

降雪により、午前０時までに降雪量が１０センチ

以上あったとき、連続した降雪により午前０時時

点で今後の降雪量が１０センチ以上見込まれると

き、その他車両の走行に支障が生じたとき、また

は予想されるときに業務担当職員より委託業者に

出動指示を行っている。 

委員会において除雪車両に設置しているドライ

ブレコーダーの録画動画を視聴したところ、除雪

車が作業するタイミングに合わせ、自宅敷地内の

雪を道路に排出する町民が確認された。令和８年

１月１６日に開催した委員会において現地調査を

行い、除排雪の現状を確認した。調査日において

積雪量は例年に比べ少なく、歩道等の除雪はされ

ていたが、空き家となっている敷地前や交差点隅

に除雪された雪が山積みになっている状態が確認

された。 
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委託業者は実績報告書に除雪作業及び除雪機械

運転日報を添付しているが、アルコールチェック

項目欄は含まれていない様式であった。 

令和７年度除排雪業務契約状況は＜表３＞のと

おりである。なお、大沼地区は町の土木作業員が

除雪しているため、委託契約には含まれていな

い。 

また、除排雪における過去１０年間の車両購入

の状況は＜表４＞、車両賃貸借の状況は＜表５＞

のとおりである。 

御参照ください。 

５、道路維持管理委託状況について。 

令和６年度の道路維持管理委託業務としては、

排水路の管渠部分の清掃のための道路路面清掃委

託９件、外路樹消毒・てんぐ巣病の剪定のための

道路街路樹消毒等委託が２件、町道１５路線の草

刈りのための道路草刈り委託１件、道路付属物の

点検のための道路付属物点検委託１件を契約して

おり、その詳細は＜表６＞のとおりである。 

６、まとめ。 

近年の道路維持管理においては、町直営の土木

作業員が減少傾向であることから、町道の草刈り

業務や除排雪業務等の維持管理業務を民間事業者

へ委託する傾向にある。令和７年度においては、

町直営の土木作業員による草刈り業務において遅

延が見られ、住民から苦情の声が上がっていたこ

とから、土木作業員の人員確保を検討願いたい。 

また、除排雪作業において現地調査及び除雪車

両に設置しているドライブレコーダーの録画動画

を確認した結果、以下の点について委員会として

要望する。 

①児童・生徒の通学路については、安全確保の

観点から交差点等の排雪を適宜行うこと。 

②町道の除排雪については、天候・気温・降

雨・降雪等の状況確認を徹底し、交通に支障がな

いよう速やかに対応すること。 

③委託事業者が提出する報告書にアルコール

チェック項目欄を追加し、アルコールチェック管

理業務を徹底すること。 

④町民による民地から町道への雪出しは、道路

法や道路交通法で禁止されており、罰則の対象と

なる行為である。交通の妨げや事故の原因となる

ため、雪出し行為を行う町民に対して対応を厳し

く行うこと。 

罰則についての抜粋。 

道路法の第４３条（道路に関する禁止行為） 

何人も道路に関し、下記に掲げる行為をしては

ならない。 

第２号、みだりに道路に土石、竹木等の物件を

堆積し、そのほか道路の構造または交通に支障を

及ぼすおそれのある行為をすること。 

罰則、１年以下の拘禁刑または５０万円以下の

罰金。 

道路交通法第７６条（禁止行為） 

第３号、何人も、交通の妨害となるような方法

で物件をみだりに道路に置いてはならない。 

罰則、３か月以下の拘禁刑または５万円以下の

罰金。 

第４号、何人も、次の各号に掲げる行為は、し

てはならない。 

第７号、道路または道路の交通の状況により、

公安委員会が、道路における交通の危険を生じさ

せ、または著しく交通の妨害となるおそれがある

と認めて定めた行為。 

道路交通法施行細則第１９条（道路における禁

止行為） 

道路交通法第７６条第４項第７号の規定による道

路における禁止行為は、次の各号に掲げるものと

する。 

第２号、みだりに交通の妨害をするように道路

上に泥、土、雪、ごみ、ガラス片、そのほかこれ

らに類する物をまき、または捨てること。 

罰則、５万円以下の罰金となっております。 

以上、委員会報告といたします。 

○副議長（川村主税） 議会運営例規第７９項に

より、本件に対する質疑を省略し、報告済みとい

たします。 

委員長、お疲れさまでした。 

以上で、常任委員会報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第４ 

  特別委員会報告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第４ 特別委員会報
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告を議題といたします。 

第６次七飯町総合計画に関する調査特別委員会

より報告書の提出がありましたので、報告を求め

ます。 

中川委員長。 

○第６次七飯町総合計画に関する調査特別委員会

委員長（中川友規） 委員会報告第３号、第６次

七飯町総合計画に関する調査特別委員会報告書。 

令和７年９月１１日第３回定例会において設置

された当特別委員会が、これまで調査した結果を

下記のとおり報告する。 

令和８年２月２４日。 

七飯町議会議長、木下敏様。 

第６次七飯町総合計画に関する調査特別委員会

委員長、中川友規。 

記。 

１、令和７年９月１１日に第１回目の委員会を

開催し、委員長に中川友規委員、副委員長に田村

敏郎委員をそれぞれ互選した。 

２、令和７年９月２６日に第２回目の委員会を

開催し、要求資料の確認及び今後の調査方法につ

いて協議した。 

要求資料は、第５次七飯町総合計画の進捗状

況、第６次七飯町総合計画（素案）、第６次七飯

町総合計画（案）について提出を求めることを決

定し、委員会を閉会した。 

３、令和７年１０月３１日に第３回目の委員会

を開催し、政策推進課長の出席を求め要求した資

料のうち、提出のあった第５次七飯町総合計画の

進捗状況、第６次七飯町総合計画（素案）の説明

を受け、聴取調査を行った。 

初めに、策定スケジュール及び第５次七飯町総

合計画に搭載されている１６１事業について進捗

状況を確認し、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階評価

のうち「Ｄ 不調」「Ｅ 未実施」の事業につい

て、次回の委員会で各担当課長より詳細を聴取す

ることとした。 

次に、第６次七飯町総合計画（素案）について

概略の説明を受けた。従前は別に策定していた総

合戦略を、計画の策定と進捗管理の効率化を図る

ため、第６七飯町総合計画と一体的に、第３期総

合戦略を策定すると説明がされた。 

次回の委員会では第５次七飯町総合計画と第６

次七飯町総合計画との比較表、及び第５次七飯町

総合計画に基づいて作成した町の計画一覧につい

て資料の提出を求めることを決定し、委員会を閉

会した。 

４、令和７年１１月２８日に第４回目の委員会

を開催し、政策推進課長、子育て支援課長、環境

生活課長、生涯教育課長、スポーツ振興課長、農

林水産課長、商工労働観光課長の出席を求め、第

５次七飯町総合計画に搭載されている事業のう

ち、評価区分が「Ｄ 不調」「Ｅ 未実施」の事

業についての説明と、第６次七飯町総合計画へ搭

載の有無について確認を行った。 

また、第６次七飯町総合計画において町長公約

がどのように反映されているか、第５次七飯町総

合計画と第６次七飯町総合計画との比較、第５次

七飯町総合計画に基づいて作成した町の計画一覧

について確認を行った。 

５、令和７年１２月１日に第５回目の委員会を

開催し、政策推進課長の出席を求め、第６次七飯

町総合計画（素案）について委員会から指摘され

修正した箇所について確認を行った。 

６、令和７年１２月１８日に第６回目の委員会

を開催し、政策推進課長の出席を求め、再度、修

正を行った第６次七飯町総合計画（素案）につい

て確認を行った。 

また、令和８年１月６日より２月６日間におい

て、パブリックコメント制度に基づき町民より意

見を募集する報告を受けた。 

７、令和８年１月１９日に第７回目の委員会を

開催し、行財政改革担当統括監兼財政課長の出席

を求め、今後の財政見通しについて説明を受け、

聴取調査を行った。 

具体的な大型事業や個別の事業をもとに財政計

画を作成するためには、事業の着手年度や事業費

等の積算が必要であり、現段階では第６次七飯町

総合計画に基づいた財政見通しを作成することは

不可能であることから、新規事業を含まない中長

期財政見通しについての資料を基に、令和３年度

から令和７年度までの５年間の財政状況と、その

後のこれまでの財政状況を反映した令和８年度か

ら令和１２年度までの５年間を推計した財政見通
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しについて次のとおり説明がされた。 

令和３年度から令和７年度までの５年間では、

基金総額が一度も減少することがなく、令和７年

度末では約２４億３,０００万円を見込んでい

る。そのうち、財政調整基金についても過去最高

の１２億７,０００万円に達する見込みである。 

また、町債については、発行額を抑制しながら

繰上償還を実施したことにより、令和元年度の約

１４０億円をピークに減少傾向となっており、令

和７年度末では約１２０億円の見込みである。 

次に、令和８年度から令和１２年度までの中長

期財政見通しでは、財政推計の前提条件として、

歳入については、過去の決算額や前年度との比較

により、人口及び法人数が基礎となる町税の予測

のほか、標準財政需要額に基づき公債費の償還ま

たは物価高騰による単位費用の増減率を加味する

地方交付税、現行制度により引き続き継続事業と

して行われることを前提とした国庫支出金・道支

出金など、これらの歳入をあくまで機械的に計算

し、また、歳出総額との差引きで、形式収支を調

整する基金からの繰入金については一切考慮しな

いで作成しているほか、歳出については、決算統

計による性質別経費の決算額に、過去からの伸び

率または消費者物価指数上昇率などを勘案し、普

通建設事業費については、毎年継続して実施され

ている事業のみを対象として、一定額で推計して

いるものである。 

令和８年度から令和１２年度までの５年間で、

歳入歳出差引額はいずれの年度もマイナスの額で

推移し、これらの収入不足額を、最後に基金から

の繰入金により穴埋めをし、最終的に形式収支を

黒字化して決算した場合の５年後、令和１２年度

ではどれくらいの基金が残っているのか、また、

町債現在高はどの程度になっているのかを確認す

ることができる財政推計となっている。 

毎年度、２億５,０００万円から３億円程度の

収支不足が発生し、これを基金繰入金により調整

するものとなっているが、これについては現在も

同じ状況となっており、これまでの予算編成で

は、令和５年度は１億４,２００万円、令和６年

度では３億６,３００万円、令和７年度では２億

８,５００万円の収支不足により基金から繰入れ

をし、当初予算が編成されている状況であるが、

これが決算では、町税の上振れによる増収のほ

か、国の補正予算による地方交付税の追加配分、

歳出経費の削減・執行残などにより、基金積立金

が、基金繰越金を上回る財政状況で推移している

のが過去の例となっている。この財政推計の結

果、５年後の令和１２年度では、基金残高が１４

億３,８００万円減少し９億９,２００万円となる

ほか、町債については、経常的な普通建設事業に

よる町債発行額にとどめた場合、３７億１,３０

０万円減少し、現在高は、８３億４,４００万円

となるものであるが、今後、第６次七飯町総合計

画に搭載された事業が、着手すべき優先順位の結

果により、順次事業化をされた場合は、この財政

推計に事業費が上積みをされ、歳入・歳出全体が

修正されていくものである。 

このことから、第６次七飯町総合計画に搭載さ

れた事業を予算化する場合は、あらゆる角度から

財源の確保と有利な起債による事業実施が必要と

考えており、そのため、優先事業の順位づけや、

複数年度による事業化の検討、また、歳入・歳出

全般にわたり創意工夫やこれまでの慣習による予

算づけも見直す必要があるものと町は考えてい

る。今後、七飯町の公共施設は老朽化が進み、道

路や水道などのインフラ資産についても、計画的

な維持・更新が必要となることから、常に必要な

予算を確保し、これらの整備・更新が優先順位の

上位に位置づけられるよう、全庁一丸となって努

力すると説明がされた。 

８、令和８年２月１３日に第８回目の委員会を

開催し、政策推進課長の出席を求め、令和８年１

月６日から２月６日間でパブリックコメント制度

により募集した意見の説明を受け、聴取調査を

行った。 

パブリックコメントには個人５件、団体１件、

計６件の意見が提出され、意見に対する町の考え

方を聴取し、最終資料として第６次七飯調総合計

画（案）が提出された。 

９、令和８年２月２４日に第９回目の委員会を

開催し、これまでの調査活動について、令和８年

第１回定例会に提出する最終報告書のまとめを

行った。 
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１０、まとめ。 

以上が、当委員会のこれまでの活動をまとめた

報告である。 

七飯町議会では、七飯町議会基本条例第９条

（議決権の拡充）第１項において、議会の監視機

能上の必要性と町長の政策執行上の必要性を比較

衡量の上、地方自治法第９６条第２項（議決事

件）の規定に基づき、議会の議決すべき事件に

「七飯町総合計画の策定または見直し」を定めて

きた。 

七飯町は今後、少子高齢化の進行等により人口

減少が進み、併せて税収が減少し自主財源の確保

が一層厳しくなると予想され、町民・行政・議会

が一体となり、それぞれの役割、責務を果たし、

まちづくりを進めていかなければならないと考え

る。第６次七飯町総合計画については、先を見通

した財源の確保と、着手すべき事業の優先順位を

十分に勘案しながら、各事業の個別計画をしっか

りと精査し、住民の意見が反映した中で町と議会

が協力し合い、一つ一つの事業を確実に遂行する

ことが必要である。 

以上で報告を終わります。 

○副議長（川村主税） 第６次七飯町総合計画に

関する調査特別委員会は、議長を除く全員で構成

された特別委員会でありますので、議会運営例規

第７９項により、質疑を省略いたします。 

以上で、本件は報告済みといたします。 

委員長、お疲れさまでした。 

以上で、特別委員会報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第５ 

  出納検査報告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第５ 出納検査報告

を議題といたします。 

監査委員の報告を求めます。 

神﨑監査委員。 

○監査委員（神﨑和枝） 監査報告をいたしま

す。 

３月定例会に報告いたします例月出納検査につ

きましては、１１月、１２月、１月の３か月分で

す。 

１１月分につきましては、１２月２２日、２３

日、２４日、２５日、１２月分につきましては、

１月２６日、２７日、２８日、２９日、１月分に

つきましては、２月２４日、２５日、２６日、２

７日に行っております。 

会計課長及び上下水道課長より提出されました

諸帳簿類の額と現金及び預金等の金額が釣り銭を

除いた額と一致しており、計数上の誤りがなかっ

たことを御報告いたします。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

以上で、本件は報告済みといたします。 

監査委員、お疲れさまでした。 

以上で、出納検査報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第６ 

  定期監査報告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 程第６ 定期監査報告を

議題といたします。 

監査委員の報告を求めます。 

神﨑監査委員。 

○監査委員（神﨑和枝） 監査報告第２号、定期

監査報告。 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定

による定期監査を実施したので、同条第９項の規

定により、監査結果について下記のとおり報告す

る。 

令和８年１月２９日。 

七飯町議会議長、木下敏様。 

七飯町監査委員、永田英利、神﨑和枝。 

記。 

１、監査の対象。 

七飯町歴史館の令和４年度から令和６年度にお

ける運営状況及び財務に関する事務。 

２、監査の実施期間。 

令和７年１１月２６日から１月２９日まで。 

３、監査の実施内容。 

監査は、あらかじめ提出を求めた監査資料、提

示のあった関係書類及び関係帳簿の審査と現地調



 － 9 － 

査を実施するとともに、必要に応じて関係職員か

ら説明を聴取し、事務が適正に執行されているか

について確認を行った。 

４、監査の主な着眼点。 

（１）予算の執行及び収入・支出に係る事務の

手続が適正に行われているか。 

（２）契約事務が適正に行われているか。 

（３）財産、備品等の管理が適正に行われてい

るか。 

（４）現金等の取扱事務は適正に処理されてい

るか。 

（５）関係事務が条例等に基づき適正に処理さ

れているか。 

５、監査の結果。 

監査の結果は、以下のとおりである。 

（１） 施設の運営及び維持管理について。 

職員の配置状況及び日常業務は、別紙１のとお

りである。 

御参照願います。 

館長は生涯教育課長が兼務し、施設の日常業務

は文化財係長（学芸員）１名と係１名、会計年度

任用職員（学芸員補）１名の計３名で行ってい

る。 

年末年始（１２月２９日から１月３日まで）及

び月曜日（祝日の場合は、次の平日）を休館日と

し、土・日曜日は歴史館職員が交代で業務に就

き、入館料は無料で運営している。 

館内の巡回も兼ねて温度や湿度を１日３回測定

し、資料を適切に保管するため管理を徹底してお

り、業務日誌・出勤簿等の各諸帳簿類を検査した

結果、適正に執行されていた。 

（２）決算の状況について。 

決算の状況については、別紙２のとおりであ

る。 

歳入においては、令和４年度で果実試験加工品

の売払いが終了、各年度とも講座受講料やコピー

機械使用料、町史読本売払収入の雑入が主な収入

科目である。 

歳出においては、令和４年度に屋上防水改修工

事、常設展示模型照明器具交換工事、令和６年度

に照明設備改修（ＬＥＤ化）工事と施設修繕を

行っている。 

歳入歳出予算の執行状況について、経理伝票や

契約関係書類のほか備品台帳などの書類を検査し

た結果、適正に執行されていた。 

（３）利用者の状況について。 

歴史館の年間入館者数の推移は、別紙３のとお

りである。 

御参照願います。 

歴史館の年間入館者数は、令和４年度は４,５

５２名、令和５年度は４,６４８名、令和６年度

は５,７３４名と増加傾向にある。 

令和５年度まではコロナ禍の影響があったが、

令和６年度から毎週月曜日を休館日としたことに

より開館日が年間５０日以上減っているにもかか

わらず大幅に増加した。理由としては、趣向を凝

らした企画展やテーマ展など年４回ほど開催して

いるほか、夜の博物館講座を前後期で年８回、

ジュニア探検クラブを毎月実施するなど、来館の

きっかけとなる催事の開催に努めていることが考

えられる。このほかにも、町内や近隣市町の小学

校等団体見学があるときは、要望に沿うようなガ

イドを行うなどしており、ホームページ等や七飯

町関連の情報が掲載されている漫画の影響もあっ

てか、道内外からのツアーも増えている。特に令

和６年８月から９月は、もともと人気のある昆虫

展示と、文化センターで開催された大規模イベン

トを連携して歴史館へ来客を誘導したことにより

入館者数アップにつなげた。 

（４）事業の一覧について。 

歴史館の令和６年度事業一覧は、別紙４のとお

りである。 

小学校５年・６年生を対象にした「ジュニア探

検クラブ」、日中に仕事をしている人も参加でき

るように１９時から開始する「夜の博物館」、大

中山１３遺跡見学会等、町内外の子どもから大人

まで参加できる事業を展開している。 

文化財保護活動のうち、草刈りは（歴史館周辺

ほか駐車場、分室、町内各史跡など関係するとこ

ろを複数回）係長と係で行っている。経費節減に

努めている。 

６、監査の意見。 

監査の結果、施設において監査の対象となる事

務は適正に執行されていると認められた。 
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また、各台帳及び諸帳簿類並びに書類について

整理保管されており、入館者等の管理状況も整理

集計され、加えて経費節減にも努めており、事務

の執行は適正と認められた。 

歴史館は、郷土の自然や祖先の育んできた文化

と歴史、産業を結びつけ、生涯教育の場としての

役割を果たすことを目的に、平成１０年３月に開

館した。 

入館料は無料で、年末年始（１２月２９日から

１月３日まで）と月曜日を休館としており、七飯

町の歴史・文化・自然などをテーマにした展示活

動や、町内の自然をもっと身近に感じるための自

然観察会、さらに歴史的分野における講座などを

開催しており、町民だけでなく町外による利用者

も多く、子どもから大人まで幅広く来館されてい

る。 

また、毎月２０日発行の「歴史館だより」、随

時更新のホームページ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、町公

式ＬＩＮＥを利用して歴史館の活動や七飯町の歴

史・自然などの情報を広く発信する等の活動によ

り、道内外からの問合せも増えている。 

平成１０年の開館から今年度で２８年目とな

り、大きな工事である照明設備改修（ＬＥＤ化）

も終えたところだが、今後は施設の老朽化による

修繕料など増加していくと予想される。収蔵資料

の適正な管理もさることながら、歴史館は郷土へ

の理解を深めるための生涯学習の場として、子ど

もから大人まで多様な交流を生む施設であること

から、計画的な修繕、改修、予防保全を行うこと

で長寿命化を図り、生涯学習の発展とより親しみ

やすい施設になることを期待するところである。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） これより質疑を許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 質疑を終わります。 

以上で、本件は報告済みといたします。 

監査委員、お疲れさまでした。 

以上で、定期監査報告を終わります。 

  ─────────────────── 

 日程第７ 

  一般質問 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 日程第７ 一般質問を行

います。 

通告順に発言を許します。 

平松俊一議員。 

○１０番（平松俊一） 傍聴にお越しの皆様、動

画配信を御覧の皆様、ありがとうございます。 

それでは、通告に従いまして、一般質問を２問

行いますので、よろしくお願いいたします。 

１問目は、町内街路灯の交換時期についての質

問であります。 

町内の街路灯を、省電力で長寿命と町民・議会

に説明して全てＬＥＤ街路灯に交換してきました

が、最近は交換した頃と比べると照度が落ちてい

るように感じます。 

当初は１０年間のリースで、その後の修理・交

換は町内会が担うとされておりましたが、現在は

役場が運営することに変更されております。 

各灯具の点灯状況による影響も含め、当初の計

画がどのようなものだったのか、期待どおりの成

果を上げているのかなどを確認する必要があると

考え、以下の点について伺いたいと思います。５

点あります。 

１点目、採用する時点でＬＥＤ街路灯の交換時

期はどのように規定されていたのかについて。 

２点目、リース期間中の管理・運用責任につい

て。 

３点目、設置後これまでに修理や交換した原因

と件数、費用負担について。 

４点目、使用電力料金の費用対効果について。 

５点目、今後の維持管理、交換の基準と経費に

ついての質問であります。 

よろしくお願いします。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） それでは、私から御答

弁をさせていただきます。 

１点目につきまして、ＬＥＤ化事業におきまし

ては、街灯組合等の当該街灯の所有権を町に移転

し、１０年間のリース契約としておりましたが、

期間満了の際には、それぞれの街灯組合等に維持

管理を含めて返還することとされていたことか

ら、交換時期は規定をされてございません。 
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２点目と３点目につきまして、故障の原因及び

件数は、これまで自動点滅機によるもので２３７

件、灯部交換としたもので５２件、断線によるも

ので４１件、ブレーカーによるもので１９件、合

計３４９件であり、リース期間中の費用負担は、

自動点滅機及び断線の電力会社管理部分を除き、

リース契約による契約金額に含まれているもので

ございます。 

４点目につきまして、使用電気料金はＬＥＤ化

以前、約２,４５０万円、ＬＥＤ化以後、約１,１

８０万円で、差引きにより年間の軽減効果額は

１,２７０万円となります。ＬＥＤ化事業に係る

費用額は２億８,９００万８,０００円でございま

すが、前問で触れましたとおり、ＬＥＤ化以前に

負担していた維持費、約１,４５０万円が含まれ

ていることから、約１０年程度で費用を回収する

計算となってございます。 

５点目につきまして、ＬＥＤ化事業では技術基

準として約１５年の耐用年数としており、残余の

期間内においては、現在と同様に必要に応じて灯

具交換等で対応してまいります。この状況を踏ま

えまして、並行して全体の更新の手法・時期を決

定していく考えでございます。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松委員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 

これはきちんとした数値を出して質問すると

もっとよろしかったのでしょうけれど、肌感覚で

の質問でありますので、その辺少し曖昧な質問や

り取りになるかもしれませんが、御了承願いたい

と思います。 

質問文にも書きましたけれど、当初、ＬＥＤに

なったときはまぶしいくらい輝いていたなという

印象があるのですが、最近どうも輝きが落ちてい

るということで少し調べましたところ、やはり

七、八年たつと相当落ちてくると。それで、大概

は１０年くらいがその交換のめどかなという資料

もありました。それでなければ駄目だということ

ではないのですが、結局、この質問をするに当た

りまして、例えば道路照明をするに当たって何

メートルの範囲が何ルクス程度その照度が保たれ

るとかそういう基準があれば分かりやすいのです

けれども、一切ないまま始まりましたし、今お聞

きしましたら１５年間使うということでしたの

で、改めて細かい話を聞いていきたいと思いま

す。 

まず１点目でありますけれども、リース期間は

１０年ということで、その先の契約は更新しない

ということですから、これは２点目にも通じます

が、七飯町がやっていくということにつながるの

だと思いますけれど、この点確認をさせてもらい

たいと思います。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） 御質問のところは、

違っていたら御指摘いただきたいと思います。 

まず更新につきましては、現在行っております

１０年間リースの契約については、ＬＥＤ化事業

として導入をして、リースという形態で１０年間

ということでやってまいりました。現在はＬＥＤ

化になってございますので、リース期間が完了す

ればリースアップで所有は町になりますので、町

になるというか所有権を町に移転している状態で

ございますので、灯部については町が所有すると

いうことになります。ですから、こちらの維持等

につきましては、現状と同様に町で維持をしてい

くという考え方でございます。 

それと照度についての御質問があったかと思う

のですけれども、照度基準については、導入の

際、光源の寿命が照度維持率７０％で１５年間維

持できる仕様で導入してございます。先ほど費用

負担とか故障の原因等でお話ししましたとおり、

灯部自体を交換したものは約１０年間で５２件と

考えますと、実際に町で費用を負担すべき部分に

ついては年に大体６件程度になろうかと思ってお

ります。 

ＬＥＤにつきましてはそのような仕様で導入し

てございますので、残りの期間については効率的

に交換をしていく手法、それから現状のＬＥＤが

どの程度損耗していくかというのも見ながら、御

答弁したとおり決定していくという考えでござい

ます。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 
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確認ですけれども、この５２件は、リース期間

ですからリース会社が負担をしているということ

で、工事費を含めて町の出費はないということで

よろしいですか。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） そのとおりでございま

す。 

リース契約において費用負担をしておりますの

で、町からの支出はございません。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 

私が調べたのはそれほど詳しい専門的な資料で

はないのですけれど、このＬＥＤはたしか今年で

７年目くらいになるのですよね。今お聞きしまし

たら、その中で５２件程度の交換が行われている

と。町の最初の予定では１５年くらいは使えると

いうことで、５点目に飛んでしまいますけれど、

それを前提に再度質問させていただきますけれ

ど、今後、修理ですとかが増えてくると思うので

すけれど、あれは修理できるのですか。前の街灯

であれば蛍光灯が主でしたから、例えば蛍光灯の

灯具を、傘を取り替えるとか、中の管を取り替え

るとか、それぞれ別でしたけれども、今のＬＥＤ

というのは一体なものなのか、それともＬＥＤ球

というものを交換できるようになっているのです

か。 

そこをまずお願いします。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） 灯具自体を交換すると

いうことですので、一式交換になります。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 

そうなると、あと何年かすると費用負担がどん

どん増えてくるのではないのかなという前提で質

問を組んだわけですけれど、電気代だけ考えると

当初設置した分は電気代が浮いているので、簡単

に言えばチャラになると。今後、電気代は今まで

と比べれば半額程度で進むので、灯具を交換して

いっても多分当初のもくろみどおり安く済むであ

ろうということなのでしょうけれど、もし次から

次と交換するようなことになってきたらという想

定での質問なのですよ。あちこちＬＥＤ化してい

て、まだ、ＬＥＤの耐用年数が来たのでどんどん

交換しているという事例はほぼ確認できない状態

ですので、あくまでも推定のやり取りになるかと

思うのですけれども、例えば町としては、電気代

が浮いた分を灯具の交換用に、ためとくという表

現は、質問しても、それはないのでしょうけれ

ど、何か対策というのは考えているのですか。 

それから、ＬＥＤの街灯というのもどんどん新

しいものが出てきているとは思うのですけれど、

そういったものも今から少し研究調査をして、一

番寿命の長くなりそうなものを選んでおくとか、

そういう準備がそろそろ必要かなと思うのですけ

れど、この点についてはいかがでしょうか。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） まず、もともと今回Ｌ

ＥＤ化事業でこの１０年リースでやっていました

が、実際は町がリース契約によって維持費その他

賄っている状態ですので、先ほど最初に御答弁申

し上げましたとおり、このＬＥＤ化事業が導入さ

れる前は町内会・該当組合等で負担しているもの

が約１,４００万円あったという状態であったの

を、まず、それが負担軽減になっているというお

考えをいただきたいと思います。 

それと、御質問にありましたとおり、今後のＬ

ＥＤ照明はどれを導入する、それから最も、皆さ

んの要望を叶えられるだけの、明るさとかを踏ま

えて、今後、実際にどういった形でこれを更新し

ていくかというのは、御答弁申し上げましたとお

り、現状を見ながら並行して手法を考えていきた

いと思っておりますので、御理解をいただきたい

と思います。 

○副議長（川村主税） 平松委員。 

○１０番（平松俊一） 通告文には書かなかった

のですけれども、最近あちこちで造成が起きまし

て、結構なまとまった戸建ての住宅地が増えてき

ていると。そうなったときには、当然この照明器

具も増やしていると思います。こういうのを役場

が設置しているかと思うのですけれども、それは

間違いないですか。 

○副議長（川村主税） 住民課長。 

○住民課長（福川晃也） そういった新たに必要
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になるものにつきましては、街灯組合や町内会か

ら要望をいただいて、それに予算づけをして補助

をしていくというスタイルを町では取っていると

ころでございます。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） 通告外の質問で申し訳あ

りませんでした。 

後から設置されたものは年度差が出てきますよ

ね。そういうことも含めて、新しいものをそろそ

ろ研究なさってはいかがかなと思いますので、申

し添えておきます。 

１問目、これで終わります。 

それでは、２問目に移らせていただきます。町

内での非ＦＩＴの太陽光発電施設建設についての

質問であります。 

最近、町内で新たな太陽光発電施設が計画さ

れ、住民説明会などが進められております。売電

価格を一定以上に定める代わりに住民説明や撤去

費用の積立てを義務化するＦＩＴ制度を、あえて

申請しないことでこれらの義務を回避する非ＦＩ

Ｔ型のソーラーパネル設置も増えており、問題視

されておりますが、本案件もＦＩＴ制度への事前

の登録がされないように見受けられます。 

国が推し進める再生可能エネルギー政策は全国

で実施されてきましたが、環境破壊や土砂崩れの

発生などの問題が起きていることも報告されてお

ります。 

私は以前にも、これらの事業が廃止された場合

に備えて、国が決めた積立制度に関して質問して

きましたが、ここにきて新たな事業計画が動き出

し、改めて七飯町内での関連条例制定に向けた検

討が必要と考え、以下の点について伺いたいと思

います。 

１点目であります。ＦＩＴ対象外再生可能エネ

ルギー事業を行う場合、町との協定締結に向けた

町条例制定について。 

２点目、一定規模以上の再生可能エネルギー事

業に関するガイドライン制定や町条例制定につい

てであります。 

よろしくお願いします。 

○副議長（川村主税） １１時１５分まで暫時休

憩といたします。 

午前１０時５８分 休憩 

───────────── 

午前１１時１５分 再開 

○副議長（川村主税） 休憩前に引き続き、再開

いたします。 

一般質問を続けます。 

平松俊一議員の２問目の質問に対する答弁より

入ります。 

環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） それでは、１点

目・２点目は関連がございますので、併せてお答

えさせていただきます。 

七飯町において設置される再生可能エネルギー

発電設備の設置者が、計画段階において、環境省

及び資源エネルギー庁が策定するガイドラインを

補完するものとして、七飯町再生可能エネルギー

発電設備の設置に関するガイドラインを策定し、

令和６年３月１日から適用してございます。 

町のガイドラインの主な内容でございますが、

再生可能エネルギー事業を行う場所については、

町独自に自然公園法、北海道自然環境等保全条例

に規定する区域や、災害リスクが非常に高い砂防

指定地など１３の区域を「立地を避けるべきエリ

ア」に、住宅等周辺、幹線道路沿道、大沼国定公

園周辺において景観に配慮が必要な場所など８区

域を「立地に慎重な検討を要するエリア」に設

定。事業計画の周知については、設置者は発電設

備設置を計画する場合、地域住民に対して計画概

要に関する説明会を開催し、または地域住民の要

請に基づく協議を行い、誠意をもって対応し合意

形成を図るよう努めること。事業計画の際、太陽

光発電設備の設置者は、環境省が策定する太陽光

発電の環境配慮ガイドラインを遵守し、環境と調

和した形で事業の取組を行うこと。経済産業省資

源エネルギー庁が策定する廃棄等の費用積立てガ

イドラインを遵守し、再生可能エネルギー事業終

了後の適切な撤去に向け計画的な費用の確保を行

うこと。また、再生可能エネルギー事業を終了す

る場合、その跡地についてそのまま放置せず、撤

去処分を行い原状復帰を図るなど適切な措置を取

ることなど、町民の安全・安心の確保、防災防止

や生活環境の保全、自然環境及び良好な景観の保



 － 14 － 

全を図る配慮事項等を示し、再生可能エネルギー

発電事業と地域との良好な関係が構築されるよう

適切な管理を促すものとなってございます。 

非ＦＩＴ太陽光発電施設を含む再生可能エネル

ギー発電設備に関する町ガイドライン適用後は、

皆様には御理解いただき、近隣住民の安全及び周

辺環境等に配慮いただいておりますが、令和７年

２月１８日第７次エネルギー基本計画が閣議決定

され、地域との共生と事業の規律の強化が最重要

課題の一つとして位置づけられておりますので、

今後、政府の動向を注視し、必要に応じ所要の対

策を講じてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松委員。 

○１０番（平松俊一） ありがとうございます。 

お聞きの皆様が少し分かりづらいかもしれませ

んけれども、先に解説だけさせてもらいたいと思

います。 

ＦＩＴというは国の政策であります。２０１２

年にできました。環境省がつくったのですが、政

府が制定した固定価格で電力会社が買い取るとい

う制度のことをＦＩＴと申します。フィードイ

ン・イン・タリフです。 

２年ほど前からはフィード・イン・プレミアム

というのが出てきまして、これはどういうことか

といいますと、今までの買取り制度にプラス補助

の制度ができました。それは蓄電設備とかそうい

うものをもってして、なるべく発電した電気が効

率よく使えるようにという仕組みが出ておりま

す。 

今回はＦＩＴのほうで質問させていただいてい

るのですが、まず１点目、町内で話が起きている

というのは、このＦＩＴを適用しない、そういう

もので何か話が進んだように思いますので、今回

質問させてもらっています。 

それでお聞きしたいのは、町での事業はきっか

けでありますが、一番はこういった制度に町がど

ういう対応をしているかということで、確認をさ

せていただきますけれど、七飯町は再生可能エネ

ルギー発電設備の設置に関するガイドラインを

持っています。今の御答弁はこれの説明かと思い

ます。大体どこの自治体もこういったものは持っ

ているのですね。いわゆるガイドラインですか

ら、これに従わないと罰則ありますよとかそう

いったものではないのです。「町はこういう考え

方でおりますので、なるべくそういうことに協力

をしてもらいたい」というものなのです。 

ところが、皆さんもよく御存じかと思いますけ

れども、釧路湿原、国立公園のすぐ縁のところで

メガソーラーの建設とかが持ち上がりまして、随

分ニュース等にも出ておりましたけれども、私は

自伐型林業というのをやっているのですが、この

活動をしている人たちの多いところででも、何箇

所もこのメガソーラーが建設が進むような動きが

出ていて、それで地元の方たちが規制を求めると

いうのが出ています。釧路では最近、規制強化の

条例というのをつくりました。それから全国のあ

ちこちの自治体でも、今までのガイドラインでは

なくて、きちんとした条例をつくって規制をする

動きがどんどん出てきております。こういうこと

で、七飯町はどうなのかなということでの質問で

ありますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

山に行って個人の土地に太陽光をやると、それ

はあちこちで、今までは木が生えていて、雨が

降っても木があるがために土砂崩れとかそういう

のはなかったのですけれども、ある程度の面積の

木を全部伐採してこういうパネルを置いてしまい

ますと、パネルは水を吸いませんから、パネルか

ら雨だれがどんどん落ちると、一箇所に集中的に

雨水が落ちる。そうすると下の土を削って、下の

ほうに土砂が流れてくると、こういうことの繰り

返しになりますし、ＦＩＴには太陽光のほかに風

力・水力・地熱・バイオと、こういったものが全

部ＦＩＴの対象になるのですけれど、多くの場合

は、今のところ太陽光で造成をすることによって

いろいろな被害が出ているということで、先ほど

申しましたように、いろいろな自治体では規制強

化に乗り出してきているということで、七飯町は

どうなのかなという質問になりますので再度お尋

ねをしたいのですけれど、七飯町では今後どうな

るか分かりませんけれど、大きな風力発電の話も

出ています。そういった施設をするにしても、道

をつくってその山の上のほうに建設をしなければ
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いけないし、太陽光パネルにしても、たまたま現

道を利用してできるものもあるのでしょうけれ

ど、自然破壊につながる。そういうことを事前に

防ぐことが自治体としては必要だと思いますの

で、この点についてのお考え、このガイドライン

で十分間に合っているという話なのか、全国の状

況を見て見直さなければいけないなと思っている

のか、まずこの点について再質問させてもらいま

す。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） それではお答えい

たします。 

今、非ＦＩＴに限った話になりますけれども、

議員の御質問にありましたとおり、いろいろと山

のほうとかでも計画はされていて、撤退したと

か、そういうことはいろいろ話は伺ってございま

す。 

そういった中で、まずこの非ＦＩＴも含めて、

計画する際、まず建設予定の自治体と協議という

のが基本になってきます。そこの中で、我々のガ

イドラインで、山であれば森林法の保安林とかは

立地を避けるべきエリアという形で示されており

ますし、そういった形で、まずは自治体と協議し

て、こういうところは設置を避けるべきエリアで

すという形で指導したり、ここの部分については

国の法律とか道条例とかいろいろなものをクリア

して進めていかなければならないエリアであると

いう線引きはしてございますので、まずは自治体

と協議していただいて、私のほうと、七飯町と協

議していただき、それで、例えば山であれば、そ

の中でそこの法律では駄目ですねとかここだった

らいけますという話の協議になります。その後、

事業者については環境省や資源エネルギー庁に申

請・計画・立案して、こういう形で申請しますと

いう形の流れになりますので、まずは計画段階で

自治体に協議という形になります。 

なお、住宅地とかに近い場合も同じでございま

すので、ここに再エネの発電機を置きたいという

場合は、まずは自治体、そこの地域住民と協議し

て、それで合意形成が得られてから国の資源エネ

ルギー庁や環境省に申請するという流れでござい

ますので、まず入り口は自治体、地域住民という

ことの合意形成という形でございますので、そこ

である程度の規制は立っているという形でござい

ます。その流れについて、町のガイドラインもそ

ういう立てつけになってございますので、現在は

そういうところで、先ほど答弁させていただいた

とおり、事業者の皆さんに御協力、理解いただい

て、実施させていただいているという形でござい

ます。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） 課長、一応、私は１点目

で非ＦＩＴ、要するに国の買取り制度に該当しな

い、「該当しない」ですよ、ものに対してどうな

のかというのと、該当するものに対してと、それ

ぞれ町がきちんとした条例を制定すべきではない

かという質問しています。 

今、課長が答弁されたのは、ＦＩＴに該当する

ところに関するガイドラインは町で持っています

し、環境省でも出しましたので、本来であれば町

のガイドラインをきちんと見直すべきではないで

すか。まず、そこの答弁足りてないと思いますの

で、お願いしたいと思います。 

それで、皆さん方、非ＦＩＴ、ＦＩＴ、分かり

づらいでしょうけれど、一定規模以上のものはき

ちんと国のマニュアルに従って届出だとかそうい

うものが決まっているのですが、それに該当しな

いものというのは、例えば住民説明会に関して

も、町の場合は「努めるもの」ということなので

すよ。ＦＩＴを前提としたところは住民説明会を

開かなければいけないということが決まっている

のです。ところが、あちこちの自治体では、そこ

で住民の許可をもらわないと市長は許可しません

とか、市とか町に出されて計画書、そこで許可制

度というのを取ってきているところが最近とみに

増えてきているのです。うちははっきり言って関

係ないのですよね。その辺が相当弱い状況です

し、うまく法の目をかいくぐるとは言いませんけ

れど、該当している・してない、そこの差でやれ

るもの・やれないものの違いが大きいですから、

この辺、町がどう考えているのか、もう一度答弁

をお願いしたいと思います。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 



 － 16 － 

○環境生活課長（村山德收） 七飯町のガイドラ

インについては、非ＦＩＴも対象となっているも

のでございます。 

先ほど１回目の答弁でもお答えさせていただい

たとおり、七飯町のガイドラインについては非Ｆ

ＩＴ太陽光発電を含むガイドラインということで

ございますので、そこについては御理解いただき

たいと思います。 

また、国のガイドラインを、環境省が令和２年

３月に太陽光発電の環境配慮ガイドラインという

ものを作成してございますが、そちらについても

ＦＩＴ、Ｎｏｎ－ＦＩＴ含んで全ての太陽光発電

という形のガイドラインになってございますの

で、その中も地域との合意形成を行っていただく

という形のガイドラインの立てつけになってござ

いますので、そういったところで、国の令和２年

３月の、先ほどの太陽光発電の環境配慮ガイドラ

インについては、環境配慮に関わる地域のコミュ

ニケーションについてということで、計画段階に

おいて自治体であったり地域の住民とのコミュニ

ケーションを取って事業計画を説明して、事前相

談、事業内容を周知して、そして意見を住民から

聞いて、いろいろやり取りしながら合意形成を

図ってくださいという形のものでございますの

で、ＦＩＴに限ったことでいうと、平松議員の

おっしゃるとおり、資源エネルギー庁で２０１７

年３月に策定している事業計画策定ガイドライン

（太陽光発電）についてはＦＩＴだけのガイドラ

インなのですけれども、こちらが資源エネルギー

庁のガイドラインで、令和２年につくっているの

が環境省のやつでは太陽光全般のガイドラインと

いう形でございますので、非ＦＩＴであろうが七

飯町のガイドラインと環境省のガイドラインとい

うものを遵守しながら策定していただいて、そう

いう形で、まずは自治体との相談、住民説明会、

それで合意形成を図られたら、各省庁、ＦＩＴで

あろうが非ＦＩＴであろうが登録という形の申請

という流れになってございますので、そういった

意味では、明確に強く、うちのガイドラインにつ

いても「努めること」になっていますけれども、

実質、国のガイドライン等も、そこの事業者につ

いては、環境省、資源エネルギー庁のガイドライ

ンを参考に動いてございます。 

先ほど平松議員から説明にあった、最近あった

事例についても、非ＦＩＴで動いていますが、住

民説明会等々、七飯町との事前協議というか、こ

ういうところはどうですかという協議についても

行われて、非ＦＩＴであろうがそういう形で手順

を踏んで事業者が進められておりますので、町の

ガイドライン、環境省のガイドラインに準じた形

で実施されているというところで、御理解のほど

よろしくお願いします。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松委員。 

○１０番（平松俊一） 私の出した資料は古いの

ですかね。先ほどのタイトルですけれども、七飯

町再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガ

イドライン、これは令和６年１０月１日から適用

すると。これが更新されているということです

か。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） こちらについて

は、令和６年３月１日にまず初めてのガイドライ

ンを策定して、１０月１日一部改正したものでご

ざいますので、１０月１日適用のものが最新のも

のでございます。 

○副議長（川村主税） 平松委員。 

○１０番（平松俊一） それなら違うのではない

ですか。ガイドラインの「第３」に対象となる発

電設備というのが書いていますよ。今、手元にあ

りますか。これは再生可能エネルギー電気の利用

促進に関する特別措置法、平成２３年法律第１０

８号、第２条第３項に規定する再生可能エネル

ギー源のうち発電事業に供する発電設備を対象と

するとガイドラインは書いてあるのですよ。要す

るにこれはＦＩＴをいっているのですよ。だか

ら、非ＦＩＴはうちのガイドラインに入らないで

はないですか。そういう前提で私は質問をしてい

ますけれども、大丈夫ですか。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） まず、この再生可

能エネルギー電気の促進に関する特別措置法の２

条第３項というのは、ただ単に再生可能エネル

ギーの種類を国から引用しているだけでございま
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すので、風力であったりバイオマス・水力・太陽

光という形の引用でございますので、ただここは

そこの部分だけの、再生可能エネルギーの種類を

引用しているだけでございますので、こちらにつ

いてはそういう形の捉えという形でございますの

で、御理解のほどお願いします。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） 何か違うと思いますけれ

ど。まだ町内においてそれほど重大な事態には

なっていないので、もう少しちゃんと調べて、

我々含めて住民側に説明できるような体制を取っ

たほうがいいかと思います。 

少なくても、町のガイドラインについているこ

の別表、この中では確かに立地に関するエリアは

決めているとおっしゃっていましたけれど、「立

地に関する慎重な検討を要するエリア」という表

現ではないですか。検討するだけだったら規制し

ているとはいえませんよ。だから、その辺の表

現、私の解釈が違うのかもしれませんけれども、

少なくともこの町のガイドラインを見る限り、い

くらでもやりたい放題にされる可能性があるのか

なというのが、まず１点、もう一回、再質問させ

てもらいます。 

それと、ＦＩＴと非ＦＩＴの違いというのは、

要するに、最後どうするかというところなのです

よね。ＦＩＴというのは、撤去したり更地に戻し

たりするための費用の積立ては義務化されている

のです。非ＦＩＴであれば、それがないのです

よ。つくった業者がそのまま最後までやってれば

この制度は適用できることは多いのですけれど、

今、全国であちこちで問題になっているのは、事

業者が一回始める、もしくは始める段取りができ

たら、別な事業者に売っているのです。そうする

と誰がやっているのか分からないような格好にな

りますので、例えばその会社が潰れると、撤去費

用だと言って債権者から積立金まで取り上げられ

てしまうのです。積み立てたお金も、その事業者

が潰れてしまえばその事業者の債権に取られてし

まう。そうするとどこがやらなければいけないか

となれば、大体自治体がやらなければ駄目だと。

まだそういう例は全国ではないですけれど、そう

いう可能性を今から塞がなければいけないという

ことも含めて、町のガイドラインの見直しが必要

ではないのかと思っています。 

それと、一定規模以上とそれ以下で分けるので

はなくて、同じような考え方であらかじめ条例制

定とかしといたほうがいいのではないかと思うの

ですけれども、この点はいかがですか。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） 今後の積立て部分

について懸念されるという御質問です。 

町のガイドラインについても、撤去については

再生可能エネルギー事業、跡地については撤去処

分を行うと、原状復帰を図るということでガイド

ラインには載せてございますが、積立てまで踏み

込んではございませんので、そういった部分、最

初に答弁させていただいたとおり、今政府でも第

７次エネルギー基本計画で地域との共生、事業技

術の強化という部分が最重要課題の一つというこ

とで位置づけられたということでございますの

で、そういったところを見ながら、積立て制度の

ないＮｏｎ－ＦＩＴ、非フィットについてどう変

わっていくのかというのを注視しながら、我々も

必要に応じてガイドライン等の改正を行っていき

たいと考えてございます。 

また、積立て部分以外に関しましても、いろい

ろとそういった規制、国の方針に関わってくるこ

ともございます。町のガイドラインの上位にある

国のガイドラインも、毎年とか頻繁に変更が行わ

れてございますので、そういった中身をアップ

デートさせながら運用してまいりたいと考えてご

ざいますので、御理解のほどよろしくお願いしま

す。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 平松議員。 

○１０番（平松俊一） 私はこの撤去費用につい

て、前にも一度、一般質問をしていますね。私の

質問は、業者が積み立てるのであれば、例えば役

場の口座に積み立てておけないかという質問をし

たのですよ。そこまで町としてはできないという

御答弁だったのですけれど、先ほど説明したよう

に、事業者がころころ変わっている事例がいっぱ

いあると。そうなると、潰れたときに債権者に積

み立てたお金すら持っていかれる可能性がある。
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ですから、そういう施設を自分の自治体の中につ

くられるのであれば、認めるのであれば、最後の

後始末のお金は町に積み立てておいてもらえば、

事業者がどうなろうと撤去費用はうちに残るわけ

ですから、それはいいのではないかなという質問

をしたのですけれども、そこまで考えていないと

いう答弁だったのです。 

今回、このガイドラインの見直しということ

と、今まではＦＩＴと非ＦＩＴと分かれてやって

いた、うちのガイドラインもそういう書き方なの

ですけれど、今の御答弁であれば、そういうこと

を全部含めて一括で、環境省のガイドに従ってう

ちはやっていくのだという課長の答弁だったので

すけれども、町長、もうじき選挙もあるので、選

挙民から見れば、それは判断材料になりますか

ら、その辺どう考えているのか答弁をお願いした

いと思います。 

○副議長（川村主税） 町長。 

○町長（杉原 太） これまでも課長が答弁して

きたとおり、このガイドラインを設定して七飯町

に乱開発的なものがないようにということで規制

をかけてきたということですけれども、今現在、

釧路の部分を含めて、全道的に自然破壊だとか、

そういうものも結構大きな問題になってきている

という部分を鑑みますと、今後、この自然エネル

ギーの再生可能エネルギーのゼロカーボンの推進

をしていかなければならないというような中で、

乱開発ということは非常に困りますし、生活環境

の破壊というのが我々住民としても一番困るわけ

でして、これは今現在ガイドラインでございます

けれども、全道・全国の市町村の例も見ながら、

このガイドラインをまずは改定させていきなが

ら、条例化というものも見せながら、今後も社会

情勢を見ながら検討してまいりたいと考えており

ますので、よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

（「議事進行」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） はい。 

○９番（中川友規） 今の太陽光の関係の再生可

能エネルギーの関係で、平松議員は再生可能エネ

ルギーの電気の利用の特別措置法の関係、法律第

１０８号の第２条第３項ということで、非ＦＩＴ

ではなくてＦＩＴのことを言っているのではない

かということで先ほどやっていたと思うのですけ

れども、課長からはこれＦＩＴも非ＦＩＴも一緒

ですということの答弁だったのですけれども、こ

の情報が古いのか分かりませんけれども、自然エ

ネルギー庁ではＦＩＴまたはＦＩＰというのです

か、それを推進するための認定要件かというのが

記載されているのですけれども、その辺間違って

いないのかだけ確認していただきたいなと思いま

す。 

○副議長（川村主税） 暫時休憩いたします。 

午後１時再開とします。 

議運を開きます。 

午前１１時４３分 休憩 

───────────── 

午後 １時００分 再開 

○副議長（川村主税） 休憩前に引き続き、再開

いたします。 

中川友規議員の議事進行に関して、議会運営委

員会の報告を求めます。 

稲垣副委員長。 

○議会運営委員会副委員長（稲垣明美） 平松俊

一議員の一般質問に対する環境生活課長の答弁の

中で、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関

する特別措置法と七飯町再生可能エネルギー発電

設備の設置に関するガイドラインとの整合性につ

いて誤解を招く答弁があったことから、再度、環

境生活課長の答弁より入ります。 

以上、議会運営委員会の報告といたします。 

○副議長（川村主税） 環境生活課長。 

○環境生活課長（村山德收） 貴重な時間を費や

してしまい、誠に申し訳ございません。 

さきに答弁させていただいた内容について、誤

解を招くものであったため、再答弁させていただ

きます。 

議員御質問の再生可能エネルギー電気利用の促

進に関する法律については、非ＦＩＴは対象と

なってございません。 

なお、ＦＩＴ、非ＦＩＴ、両方の町のガイドラ

インにおいて、再生可能エネルギー電気利用の促

進に関する法律第２条第３項の定義、再生可能エ

ネルギー源の種類を引用したつくりとなってござ
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います。よって、こちらについてはガイドライン

上、誤解を招く内容となってございますので、改

正させていただきたいと考えてございます。 

以上でございます。 

○１０番（平松俊一） これで一般質問を終わり

ます。 

ありがとうございました。 

○副議長（川村主税） 通告順に発言を許しま

す。 

上野武彦議員。 

○１１番（上野武彦） それでは、通告に従いま

して、１問質問させていただきます。七飯町の地

域公共交通の推進についてであります。 

第６次七飯町総合計画策定に当たり、パブリッ

クコメント募集の資料としてホームページに第６

次七飯町総合計画（案）が掲載されていた。ま

た、その資料の中では、七飯町から転出の理由に

ついて、 

１、交通の便がよくないから ５８.８％ 

２、日常の買い物などの生活の便がよくないか

ら ５０.７％ 

３、老後の暮らしが不安だから ４１.９％ 

となっており、交通の便を含め、住民にとっての

暮らしやすさが重要と考える。 

特に、この間、町内のバス路線が減少したり、

住民の高齢化が進み、令和７年度には高齢化率３

６.３％と推計され、今後もさらに進むと予想さ

れている。 

そこで、町が考えている地域公共交通の今後の

在り方について、また、町内の地域ごとの交通上

の課題と今後の対策はどうすべきかお伺いいたし

ます。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 現在の七飯町地域

公共交通計画は、令和４年１０月から令和９年１

０月までの５か年計画となっており、この計画に

基づき地域公共交通事業を進めているところでご

ざいます。 

本町・大中山地区については、ＪＲ・路線バ

ス・タクシーなどの移動手段はありますが、自宅

から駅やバス停までの長距離である場合や道路の

傾斜がきついなどの課題があると捉えておりま

す。 

また、大沼・藤城・峠下地区については、大沼

地区にはＪＲ、藤城・峠下地区には路線バスがあ

り、両地区ともタクシー利用もできますが、本

町・大中山地区と同様に、自宅から駅やバス停ま

で長距離である場合や道路の傾斜がきついなどの

ほか、病院・スーパーマーケットなどが近郊にな

いことなどに課題があると捉えております。 

現在、大沼地区は「大沼お出かけ号」を運行し

ており、それ以外の地区について、七飯町地域公

共交通計画に基づき、地域の実情を踏まえた既存

の公共交通機関を補完できるようなデマンド型交

通などを検討しているところでございますので、

御理解のほどよろしくお願いいたします。 

○副議長（川村主税） 上野議員。 

○１１番（上野武彦） 今、答弁ありましたけれ

ども、質問の中には地域ごとの交通上の課題、今

後の対策はどうすべきかということも含めて質問

をしております。今の答弁ではそういったことに

ついてはあまりきちんと触れられておりませんの

で、もう一度答弁をお願いします。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 再度答弁させてい

ただきます。 

各地区の課題ということでございますが、繰り

返しになりますが、本町・大中山地区については

ＪＲ・路線バス・タクシーなどの移動手段はあり

ますが、自宅から駅やバス停までの長距離である

場合や道路の傾斜がきついなどの課題があると捉

えているところでございます。 

また、大沼・藤城・峠下地区についても、本

町・大中山地区と同様に、両地区ともタクシー等

も利用できますが、大沼地区にはＪＲ、藤城地区

には路線バスがありますが、本町地区・大中山地

区と同様に、自宅から駅やバス停までが長距離で

ある場合や、そのほかに病院・スーパーマーケッ

トなどが近郊にないなどの課題があると捉えてお

ります。 

それぞれの地区について、大沼地区以外の部分

につきましては、今後、七飯町地域公共交通計画

に基づいて地域の実情を踏まえた既存の公共交通
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機関を補完できるようなデマンド型交通などを検

討しているところでございます。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 上野議員。 

○１１番（上野武彦） 質問に答えていない部分

があるのですけれども、地域ごとの課題はどうな

のかということで質問しております。 

大沼地域については、今年度４月からデマンド

型のバスの運行が料金賦課の状態で始まりますけ

れども、例えば峠下・藤城地域はどのような状況

なのか、それから本町地域についてはどうなの

か、大中山・大川地域についてはどうなのかとい

うことで、課題としてどう考えているのか、どう

いう地域交通が必要と考えているのか答弁をいた

だきたいのです。 

その辺について、再度お願いします。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 藤城・峠下地区と

いうことでございますけれども、御存じのとお

り、３月の中旬をもちまして仁山駅がまず廃止に

なるというところが１点ございます。ただ、路線

バスにつきましては、現在もある程度の本数が運

行しているという状況でございます。路線バス等

を使えば、バス停のある付近の方々は買い物等や

病院の通院などは可能とは考えておりますが、バ

ス停から長距離の方などはなかなか不便があるの

ではないかと捉えております。 

また、本町・大中山地区につきましては、ある

程度の近郊といいますか、地域に病院・スーパー

マーケットなどがありますけれども、そこから遠

いだとか、バスで通える人はバス停から離れてい

るなどの課題があると捉えておりますし、また、

両地区ともタクシーの利用も可能とは考えており

ますが、１メーター、２メーターくらいで済まな

い場合もございますので、その辺は両地区におい

て課題と捉えております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 上野議員。 

○１１番（上野武彦） これまで七飯町、この地

域公共交通については、住民参加型の検討委員会

を設置して検討を進めてきたところですが、その

検討委員会ももう解散みたいな状態になっており

ます。検討委員会では、基本的にデマンド型バス

の運行の検討も課題となって検討したはずです。

ですけれども、それについては実証実験まで至ら

ずに終わってしまっています。その実証実験をし

ないで終わった理由について、まず一つお伺いし

ます。 

それから、その後、タクシーを利用した実証実

験的な取組を行いました。これは終わっておりま

すけれども、このタクシーを利用した実証実験に

ついてはどのような評価をしているのか、その辺

についてきちんと答弁をお願いしたい。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 検討委員会といい

ますか、七飯町地域公共交通計画を策定するに当

たりまして各地域の方々の意見等をいただいてい

るところでございますけれども、タクシーの助成

だとか、買い物をするのに交通の手段が不足して

いるという多々、意見をいただいた中で、地域公

共計画の中では例えば町内ハイヤーを活用した移

動支援を検討していきましょうですとか、あとは

デマンド型交通、そういう足の手段を確保する手

段を検討していきますということでまとまってお

ります。 

ただ、その先の実証実験というのは、実際のと

ころタクシー、ハイヤーの令和４年、５年で行っ

た助成事業、こちらが実証実験として行ったもの

でございますけれども、それも利用者が少なかっ

たということで、実証実験で終わっているという

ところでございます。ただ、一部の方からは、タ

クシーチケットをまたやらないのかという意見で

すとか、タクシー事業者からタクシーチケット事

業をやっていただいたことである程度利益が上

がったということでは、一定の理解はしていただ

いておりますけれども、なかなか利用者が少ない

という、あと同じ時間に利用が重なってなかなか

タクシー利用が結果できないという結果に終わっ

てしまいましたので、今後はそういうデマンド型

の、それがある程度一定の場所から場所までなの

か、それともドア・ツー・ドアのような形がいい

のかということも含めて、今後検討しながら、ま

ず実証実験を行えるように進めてまいりたいと考
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えておりますので、御理解のほどよろしくお願い

します。 

○副議長（川村主税） 上野議員。 

○１１番（上野武彦） 今、実証実験を行ってま

いりますみたいな話がありました。まず、本町地

域中心に、これまでデマンド型のバスの運行の実

証実験はやりませんでした。タクシーについては

実証実験をやりました。今、答弁の中で、実証実

験をやってまいりますと言っているその中身は何

を指しているのか、それをもう少しはっきり答弁

していただきたいと思います。 

まず、タクシーに関しては本町地域には２台し

か運行するタクシーがないという中でこのような

実証実験をやろうとした。無意味な実証実験が行

われたわけですよ。それで、実際にはタクシーが

来ないという結果に終わって、町民には非常に不

満の残るような結果を生じたわけです。 

これまでこういった地域公共交通について町が

どうしようとして来たのか、はっきり見えていな

いのですよね。あれやりこれやりというような感

じで、実証実験をまともな形で、バスについても

やっていないという状況で、その委員会も解散し

てしまったというような状況になっています。こ

ういうような状況で、今後こうした七飯町の公共

交通を、先ほど地域ごとの課題について質問しま

したけれども、例えば峠下・藤城地域がどういう

状況でどういう方向で改善しなければならないの

か、本町地域にはどういう課題があってどういう

形で対応しようとしているのか、それから大中

山・大川地域についてもどういう問題があってど

ういう形で取り組んでいこうとしているのか、全

く見えてこない、そのような答弁だったわけで

す。それについては、きちんと、これまで検討し

てきた七飯町ですから、担当の部分として、これ

についてこういう課題があって今後こう考えてい

ますというような、はっきりした答弁をお願いし

たいなと思いますので、よろしくお願いします。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） それぞれの地域の

課題はどう捉えているのかということは先ほどあ

る程度はお答えしたつもりではございますけれど

も、藤城・峠下地区については、先ほども申し上

げたとおり、近郊に商業施設や病院等がなく、本

町・大中山地区まで来なければ通院・お買い物が

なかなかできない、不便だという部分はあると捉

えておりますし、バスの本数等も本町地区・大川

地区に比べると、ある程度運行していることは運

行していますけれども、本数的にも少なめなのか

なという状況を捉えているところでございます。 

あと本町・大中山地区につきましても、先ほど

も御答弁させていただきましたが、地区ごとには

病院・スーパーマーケット等もありますけれど

も、例えば本町にお住まいの方でも大中山地区の

温泉施設に行きたいですとか、大中山地区にお住

まいの方でも本町地区の病院等に通いたいという

ケースもあろうかと思いますので、その辺も含め

まして、それぞれの地域でどのような形態で、地

域公共交通を、まず実証実験から運行していくの

が、先ほど議員からも、全然まだ実証実験もされ

ていないということでございましたけれども、こ

れからいろいろな事業者とか、例えばＡＩデマン

ドの運行システムを導入するのであればそういう

システム会社等々と打合せというか、お話をさせ

ていただきながら、早い段階で進めていくことが

できるように検討してまいりたいと考えておりま

す。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 上野議員。 

○１１番（上野武彦）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － 22 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「議事進行」と呼ぶ者あり） 

○８番（稲垣明美） 会社名が出ていたのと、あ

と決まっていないことというか、この後の審議に

入ることが含まれているので、議事進行をかけま

した。 

○副議長（川村主税） ただいま、稲垣議員より

議事進行がありました件について協議を行うた

め、議会運営委員会を開催いたします。 

１５分ほど暫時休憩といたします。 

午後 １時２３分 休憩 

───────────── 

午後 １時４４分 再開 

○副議長（川村主税） 休憩前に引き続き再開い

たします。 

稲垣明美議員の議事進行に関して、議会運営委

員会の報告を求めます。 

中川委員長。 

○議会運営委員会委員長（中川友規） 上野武彦

議員の一般質問の中で不適切な発言がありました

ので、議事進行前の質問は取り消し、再度質問を

し直すことを決定いたしました。 

以上、議会運営委員会の報告といたします。 

○副議長（川村主税） 上野武彦議員の質問で、

議事進行前の質問については、議長職権により取

消しいたします。 

再度、上野武彦議員の質問より入ります。 

上野武彦議員。 

○１１番（上野武彦） 大変申し訳ありませんで

した。いろいろと問題があったのは私も認識しま

したので、申し訳ありません。 

再質問していきたいと思いますけれども、七飯

町の地域公共交通の今後の課題として、それぞれ

の地域でどういう交通の在り方が必要なのかとい

うのは、今、七飯町が設置したそういう検討会議

が今後具体的にしていくことだろうと私は思いま

す。 

そこで、その中で特に、一番、この地域はこう

したほうがいいのではないかという地域がありま

す。それは、峠下、それから藤城、藤城の山の上

も含めた、バスなどの交通があまり通っていない

地域があります。こういったところを中心に、取

りあえず、これまで「大沼お出かけ号」が実施し

てきたような、９人乗りくらいのそう大きくない

型の車を利用して、できればデマンド型で実証実

験をして、その結果を見て、順次、これを全町に

広げていくという方向があっていいのではないか

と思いますので、その辺についての見解を伺いた

いと思います。 

以上です。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 藤城・峠下地区に

もそういうデマンド型のドア・ツー・ドアのよう

なものを発出して実証実験をしてみたらどうかと

いうことでございますけれども、藤城・峠下地

区、ほかの地区も含めて、今後そういうデマンド

型、乗り上げ型の実証実験というものを事業者

等々、先ほども言いました七飯町地域公共交通の

協議会の中でもそういう意見をいただきながら進

めてまいりたいと考えておりますので、御理解の

ほどよろしくお願いいたします。 

○副議長（川村主税） 上野武彦議員。 

○１１番（上野武彦） 地域公共交通の協議会と

いう形で今答弁されましたけれども、今私の提案

した、特にデマンド型でなければなかなか厳しい

よという地域、これをまず実証実験して、その結

果を踏まえた上で、ほかの地域にもどういう形で

実際は実施していったらいいのかということを検
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討して、進めていっていただきたいなと思うので

すが、そういった順序的なことと、それからそう

いうデマンド型の車の利用の方法、こういったも

のについてはどのようにお考えなのかお伺いしま

す。 

○副議長（川村主税） 政策推進課長。 

○政策推進課長（笠原泰之） 議員のおっしゃっ

た、藤城・峠下地区を先行してということだった

のですけれども、この意見も踏まえさせていただ

きながら、先行するかどうかは別にしまして、

「大沼お出かけ号」はハイエースを使って運行し

ているところなのですけれども、そういう車両が

今は大変手に入りづらいというところもございま

して、購入なのかリースなのか、運行事業者をど

のようにするのかというところも内部で検討させ

ていただきながら、実証実験に向けて検討してま

いりたいと考えております。 

以上でございます。 

○副議長（川村主税） 以上で、一般質問を終わ

ります。 

  ─────────────────── 

散 会 の 議 決 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） この際、お諮りいたしま

す。 

本日の日程は全て終了いたしました。 

本日の会はこれで散会いたしたいと思います

が、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（川村主税） 御異議なしと認め、よっ

て、本日の会議はこれで散会することに決定いた

しました。 

  ─────────────────── 

散 会 宣 告 

  ─────────────────── 

○副議長（川村主税） 本日は、これをもって散

会いたします。 

お疲れさまでした。 

午後 １時５０分 散会 
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